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平成23(2011)年度修士論文要旨
進路指導における教育アスピレーションの変容に関する一考察
—三者面談を通じて一
高等教育が大衆化したことで、近年になっ
て、入学後に留年・無気力などの不適応の陥る
大学生の問題が深刻化している。こうした進学
後の離学や不適応問題の一因として、高校生の
進路選択・決定に目が向けられ、高等学校にお
ける進路指導の在り方が問題視されることとな
った。
従来の高等学校における進路指導は、所謂
「受験指導」が中心であったが、批判が集中し
たことで、中央教育審議会や臨時教育審議会に
おいて進路指導の在り方に関する見直しの議論
がなされた。その結果、現在の「在り方•生き
方指導」へと転換が図られた。そんな中で、進
路選択に関する研究では、個人の進路決定に関
する規定要因を明らかにすることを目的とした
研究が主であり、その進路選択に至るまでのプ
ロセスに着目した議論が十分とは言い難い。そ
こで本論文は、進路選択の過程（進路相談）に
着目し、教員が生徒やその親に対してどのよう
に関わっているのか、「冷却」・「再加熱」のメ
カニズムの観点から検討し、論述する。
本論文は5つの章からなり、 1章では、本研
究の背景および目的を示した。
2章では、文部科学省の提起した進路指導の
定義と 6領域からなる諸活動について概観す
る。諸活動の中核機能を担っているのが、進路
相談である。進路相談は、個別相談やグループ
相談を通して将来の生活における適応と自己実
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現がより確実に達成できるように、問題解決能
力及び自己指導能力の発達を促すための援助活
動としている。これらが進路指導として行われ
る各教科、特別活動など様々な活動を補助した
り、深めたりすることが期待されている。
しかし現実の進路指導は、生徒が自らの在り
方生き方を考え、主体的に進路選択ができるよ
うに援助するのではなく、指導であり、教師又
は親が意図的に生徒のアスピレーションを「加
熱」・「冷却」していることが課題であると論じ
た。
3章では、前章で指摘した課題を踏まえて、
生徒のアスピレーションがどのようなメカニズ
ムで「加熱」・「冷却」されているのか考えるに
あたり、基盤理論となるクラーク (1960)によ
る冷却論を論じる。それを踏まえた上で、学校
が生徒の進路形成に果たす機能との関連とし
て、竹内 (1995)がクラーク (1960)の指摘を
ふまえ、分析上の区別として編み出した「失敗
への適応類型（選抜で排除された者がどう適応
するか）」を論じる。
4章では、教員が、生徒のアスピレーション
をどう焚きつけ、冷却しているのか、その方略
について進路指導（三者面談）の会話記録を通
じて分析・検討を行う。対象校の選定にあたっ
ては、近年の進学大衆化の影響を強く受けてお
り、生徒の進路が多様であると考えられる、偏
差値50レベルの共学普通科公立高校に在籍して
いる10名の生徒に絞り込むこととした。 10名の
生徒それぞれに対して、教員がどういった発言
内容で生徒のアスピレーションを意図的に誘惑
していたのか内容分析を実施した。また三者面
談の結果を竹内 (1995)の4つの適応類型に基
づいて選別し、類型毎の分析・検討を行った。
5章では、前章の内容分析で指導前後のアス
ピレーションに変化が見られたケースに着目
し、教員がアスピレーションをどのように誘惑
していたのかを考察していく。ここで明らかに
なったことは、教員が生徒のアスピレーション
を向上させたい場合、生徒の成績や親の意見と
いった「外在的な現実・環境的要因」よりも生
徒の性格や興味•関心といった「内在的な心理
的要因」を重視していたことである。また逆に
アスピレーションを低下させたい場合、「内在
的な心理的要因」よりも「外在的な現実・環境
的要因」を重視していることである。こうした
アスピレーションを意図的に誘惑する（向上又
は低下）選択は、学校の偏差値といった状況や
各学校の指導方針というよりも各生徒個人の学
力や性向に委ねられていると言えるだろう。
こういった現場の実態と文部科学省の提起し
ている理念との乖離は、目標や理念が高くなっ
た分、現実とのギャップがますます深く広まっ
たなどこれまでも指摘されてきた。本論文で
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は、教員が進路選択を見守る立場ではなく、主
導していることが乖離の原因であると論じた。
こうした教員主導の背景には、 1人ひとりの発
達を組織的・体系的に支援するといった体制作
りが出来ていない点や時間的な制約があるので
はないだろうか。文部科学省の理念は理想とし
て共感すべき事項は確かに含まれているが、そ
れ以上に学校現場を取り巻く環境がそれを許さ
ないことも事実であり、すり合わせた上での理
念を考えるべきである。
ここまでは、全て文部科学省の理念が方向性
として正しいことを前提に進路指導の在り方を
再考してきたが、生徒の主体性を尊重し、夢を
壊さないようにと「冷却」の役割を放棄した進
路指導には、できることに限界が見えてしまっ
ている。やはりそこは、教育選抜や労働市場の
構造といった制度的・構造的コンテクストを考
慮する必要があるだろう。そういった意味で
は、教員が生徒のアスピレーションを向上させ
たケースは、「内在的な心理的要因」を尊重す
る根拠して「外在的な現実・環境的要因」を活
用していたことから妥当であると言えるが、全
ての生徒にこれが当てはまるとは限らないこと
が問題である。こうしたインプリテーションを
踏まえ最後に、今後の課題をいくつか提示し
た。
-t五年戦争期の受験問題から見る陸海軍の潜在的学校文化
～陸海軍のナショナリズムとエートス～
本研究では、十五年戦争期の昭和11年から昭
和16年の陸軍士官学校および海軍諸学校の国漢
科（現代文）および作文試験の受験問題を分析し
た。また、あわせて専門学校の受験問題も分析
することにより、十五年戦争期の受験問題に見
られる潜在的学校文化を分析した。
国語科の受験問題は課題文なしには成立しな
ぃ。数ある文章の中から入学試験として選出さ
れた課題文は、出題者が受験生に問うのにふさ
わしいと判断したものであり、そこには出題校
の潜在的学校文化を読み取ることができる。
一般に陸海軍に関する言説として陸軍悪玉
ー海軍善玉史観や、保守的な陸軍に対しリベ
ラルな海軍というものが多いといえる。これら
は陸海軍それぞれの体質とされてきたが、入学
試験の段階でそれぞれのハビトゥスにあった人
材を選抜していたのではないかとの問題意識に
たち、十五年戦争期の陸海軍諸学校の受験問題
から陸海軍の潜在的学校文化を読み解くことを
目的とした。
そこで、課題文の読解を「紙上の面接考査」
としてとらえることにより、陸軍諸学校と海軍
諸学校の求める人物像を分析した。その結果、
軍関連学校という点では同じであるにもかかわ
らず両者に差異が見られた。陸軍諸学校の求め
る人材は没我の精神により国家へと奉仕し、天
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皇の治める皇国の軍人としての衿持を持ってい
る人材であった。一方、海軍諸学校の求める人
材は、軍人としての素養とともに教養を身に着
けた人材であるが、盲目的に国家に奉仕する人
材は求めていないことが判明した。
また、専門学校の受験問題を分析することに
より、陸海軍諸学校および専門学校の軍国主義
への傾斜具合を比較した。旧制高校一旧帝大
をエリートが進む本流とすれば、陸海軍諸学校
や専門学校は傍流といえる。本研究により、大
多数を占める傍流の学校がどのような受験問題
を出題しているのかが明らかになった。その結
果、軍国主義への傾斜を強い順番に並べれば、
陸軍諸学校、一部の専門学校、海軍諸学校、そ
の他の専門学校となった。陸軍はもとより、一
部専門学校と比較してもなお海軍はリベラルで
あり、一般に流布している言説以上に海軍のリ
ベラリズムは強かったといえる。
なお、本研究のデータの出所は以下のとおり
である。昭和11年度陸軍士官学校と昭和16年陸
軍士官学校の受験問題は憲文堂書店発行の『陸
軍予科士官学校入学試験問題解答』（昭和17年
発行）に、専門学校は総て旺文社『入学試験問
題詳解』（昭和12年度、 13年度、 15年度版）に、
これら以外は旺文社の『受験旬報』によった。
英語授業における 4技能をつなぐ
コミュニケーション活動の展開
本論文では、英語科の授業展開において、学
習指導要領の指摘する「聞くこと」、「話すこ
と」、「読むこと」、「書くこと」という 4技能の
統合的なコミュニケーション能力を養うことの
できるコミュニカテイヴなコミュニケーション
活動を行う際に必要な 4つの構成要素を抽出
し、 2人の英語教師（中学校）の授業実践にお
ける具体的なコミュニケーション活動を分析・
考察することによって、その構成要素の関わり
と必要性を明確なものにしていくことを目的と
している。
本論で示した4つの構成要素について、一つ
目は「実際の状況・文脈を想定した活動」であ
る。教室内の脱状況的な場面を仮定した活動で
はなく、生徒が経験する日常生活の状況を含む
「真正の」テキストを使用した活動を実践する
ことが重要である。二つ目は、「4技能を統合
的に育成する活動」である。一つの活動で一つ
の技能をばらばらに育成するのではなく、複数
の技能を統合的に育成する必要がある。三つ目
は、「インプットをより深めるアウトプット活
動」である。「アウトプット活動」が意義のあ
るものとなるためには、生徒の「気づき」を生
じさせ、状況に応じてインプットを活性化・再
構成させる活動であることが重要である。「気
づき」とは、対手との対話を通して、より質の
高い表現に出会い、自分の表現を振り返り、よ
り高めていこうとすることである。四つ目は、
「協同的な学習の成立する磁場づくり」である。
授業の中で生徒相互が尊敬しあい、信頼しあう
高木勇希
人間関係を構築することによって、その学習
は、聴き合う、学び合う、教え合うという対話
的な活動となる。
第4章で、抽出したこれら 4つのコミュニカ
テイヴな授業の構成要素を視点とし、 2人の英
語教師の授業実践を分析し、考察を行い、コミ
ュニケーション活動の在り方の意義を実践に即
して追求した。
さらに、 2人の教師の具体的なコミュニケー
ション活動の比較・考察によって、 4つの構成
要素を満たすために必要な留意点を 2点明らか
にしている。一つは、生徒がコミュニケーショ
ンの場に置かれるということである。もう一つ
は、 4つの構成要素の中でも「協同的な学習の
成立する磁場づくり」が重要であり、協同的な
学びを基盤に授業が展開されなければならない
ということである。
本論では、コミュニカテイヴな授業展開をす
るために、協同的な学びの生じるペアワークや
グループワークなどを適宜取り入れることの重
要性を論じたが、今後、コミュニカテイヴな授
業を取り入れていこうとする英語教師のため
に、具体的な授業実践事例を蓄積すること、そ
こからコミュニケーション活動と学びとの相補
的関係がより一層重視されるようになることが
求められる。また、本論ではほとんど触れるこ
とのできなかった、英語という教科を超えた学
校生活全体を通して生徒が仲間関係を作り、教
師はどのようにそれを促すのかについても今後
の課題である。
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教育現場における感情労働についての考察
現代に至るまで、教職の姿は「聖職者」や「労
働者」、「同行者」「専門職」といった、様々な姿で
見られてきた。もちろん、その一つの姿のみで
教職を捉えることはできない。しかし現在、社
会の姿が変化し、親の姿が過去のものとは異な
って来ている。そんな中で、今までのような姿で、
教職を捉える事は難しくなってきてしまった。
近年、時には教職を「感情労働」として捉え
る動きがある。感情労働とは、 20世紀後半に
A.R.ホックシールドらが述べた「肉体労働」「頭
脳労働」といったものとは異なる労働のカテゴ
リである。この労働は、「人々と面と向かって
の接触あるいは声を通しての接触がある」「働
き手は、感謝や恐怖といった特定の感情状態を
顧客に引き起こすことが求められる」「雇用者
は、訓練や指導監督を通じて感情面での活動
を、ある程度コントロールすることができる」
と定義されている。最善を尽くせば、感情労働
ば愉快でやりがいを持たせてくれる。感情労働
は仕事に情熱を持たせる、といった好意的な意
見がある。しかし、ホックシールドは、感情労
働によって状況に応じて感情を隠し、また、で
っちあげることにより、気分が沈み疲弊する、
ということについても指摘している。
これを踏まえた上で、 A．ハーグリーヴスは、
感情は決して周辺的なことではなく、重要なも
のだとみなし、教職は様々な感情の入り混じっ
た感情労働である、とした。そのうえで、相手
の感情を十分に理解するためには感情理解が必
要な事、それを達成するためには、感情の近さを
表す感情分布について、共感できるだけの精神
延山直隆
的な距離の近さについて述べた。彼は、教師は生
徒達とクラスの目標を達成するためであるなら
ば、教師は喜んで感情労働を行う、と言う。また、
ハーグリーヴスは、インタビューから、初等教育
においては精神的なつながりを強固にするため、
感情を湧き立たせるが、中等教育においては、
クラスの管理に不要なものとして、感情を抑えつ
けるための感情労働が行われるとした。私は、そ
れをうけ、本当に中等教育で感情を抑えつける
感情労働が行われるのか調べるべく、奈良市内
にある市立中学校にて、それぞれ年齢と性別に
違いのある 4名の教員にインタビューを行った。
その結果、教員は、確かに感情労働を行うこ
とを苦にはしていないが、生徒達の感情を抑え
つけるだけではなく、表出させるような教育も
行っていた。教師であるということに対しての
疲労はあるが、それは教師である時間が長いた
めであり、一個人に戻る時間がとれていないた
めである。それを解決する糸口は、同僚とどれ
だけ親密か、という同僚性が関わってくる。
また、教師の感情労働にせよ、感情中立性か
ら考える専門性にせよ、どちらも一般のものと
は異なっていると言える。客室乗務員などの感
情労働を、ある一定の感情を表出させる単一感
情労働とするならば、教師の感情労働は、様々
な感情を駆使する複合感情労働である。また、
医者などの専門職では、相互関係において、対
象からの感情的反作用に対して感情的になり返
さないというが、教師はそれもまた起こりう
る。そういった点から、教職は特殊な性質を持
つ職業であると言える。
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大学生の学習環境における免許・資格の取得に関する一考察
—関西大学でのアンケート調査を手がかりに一
日本には多くの資格があり、現在でも新しい
資格が設置され続けている。資格が、学歴社会
の弊害を打破する手段として挙げられたことな
どから、資格へのニーズが高まり、資格プーム
と呼ばれる現状にある。しかし、資格の現状や
効力は把握しきれていない。また、資格取得は
利点ばかりではなく課題もある。本論文は資格
の具体例を挙げながら、資格の性質や現状を見
ていくと同時に、学生の資格に対する意識や態
度についての調査を行ったものである。
第一章では、資格の現状を把握し、受験者数
や取得者数のみではなく、資格自体の数が増加
してきている事を見た。また、資格の増加に伴
う問題点も同時に挙げた。資格は、大きく国家
資格、公的資格、民間資格と分類され、民間資
格は参入・撤退とも自由に行えることから資格
が乱立している状況にある。また、資格の特徴
として、時代の流れに沿った資格が誕生する傾
向にあるが、古くなった資格は廃止されにく
く、増加の一途をたどっている。そして、資格
自体の数や取得者数が増加することによって、
資格がインフレ状態に陥ることが問題点として
挙げられる。
第二章では、同分野内の資格同士が競合し合
っている現状を見た。特に、英語関連の資格や
IT関連の資格では、名称は異なるが、試験の
内容では似たような資格が多く、それぞれの資
格が競合し合っていることが明らかになった。
また、英語関連の資格を挙げ、日本のみではな
く海外においても資格が利用され、さらに地域
によって利用されている資格には違いがあり、
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世界規模で資格が競合していることが明らかに
なった。例えば、日本や韓国では総合的な英語
の知識を測る資格として、 TOEICが主流にな
っているのに対し、ヨーロッパ圏ではケンプリ
ッジ英検が主流になっている。
第三章では、資格ビジネスについて考察をし
た。資格に対するニーズが高まるにつれ、悪徳
商法で資格を利用されるケースが増加し、その
相談件数が多くなっている。また、資格取得を
目指す人々を対象に開かれている通信教育や学
校の例についても見た。これらの教育機関にお
いても、生徒を獲得するために競合し、インタ
ーネットなどをうまく活用するなど独自の工夫
が施されている例があった。さらに、 2009年に
問題となった日本漢字能力検定協会の問題を取
り上げ、この事件の背景や問題点を取り上げ
た。
第四章では、関西大学の学生を対象に行った
アンケート調査の結果をまとめた。その結果、
大学入学前に何らかの資格を既に取得している
場合が多く、その種類は、ほとんどが漢検・英
検であり、また取得動機は学校や親に勧められ
たという理由であった。大学入学後、資格を取
得した学生は半分にも達しなかったが、ほとん
どの学生は在学中に何らかの資格を取得したい
と考えていた。取得の動機は、自己啓発に関す
るものが多く、就職に直接的に有利になると考
えて資格取得を目指す学生は少なかった。
第五章では、受験者、実施者、学校や企業の
組織団体の立場から資格を見たうえで、資格へ
のニーズや効力について考察をした。それぞれ
-102-
の立場から見て資格へのニーズや効力は異な
り、また、例えば受験者といった同一の立場内
であっても、取得者の性別や年齢などによって
ニーズや効力は異なることが分かった。企業な
どの組織では、資格取得が従業員の昇級・昇進
に直接的に影響する例としない例を挙げた。
結論として、資格の現状や、学生の資格に対す
る考え方、学生と社会人の資格へのニーズの違
いなど、本論文を通じて明らかになった点を 7
点挙げた。また、本論文を通じて見てきた資格
-103-
の現状などを踏まえ、資格自体の質の向上、キ
ャリア教育内での資格の扱い方、国家資格と比
較して相対的に不安定な位置づけである公的資
格の在り方など、資格制度の課題や今後の在り
方について4点挙げた。今後の課題として、学
習成果を評価する新たな手法としてどのような
方法が可能なのか検討されるべきであり、その
中で資格がどのように位置づけられていくのか
注視しておかなければならないであろう。
